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　マニフェストが登場した2003年総選挙では、年金問題が最大の争点となり、読売、朝日とも最も多く
取り上げている。しかし、その他の政策領域にも分散している。
　この5回の選挙報道に関する内容分析からいえることは、並立制が導入された96年以降の選挙では取
り上げる争点が分散する傾向にあるということである。ひとつの基準として、10記事以上で言及された
政策争点領域（「その他」除く）の数を検討すると、朝日新聞では90年2、93年1、96年4、2000年1、
2003年4となっている。また読売新聞では90年2、93年1、96年3、2000年3、2003年5となってい
る。いうまでもなく、各選挙には特質があり、単一争点選挙の場合もあれば、争点なき選挙といわれる
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こともある。しかし、5回にわたる内容分析を行うと、中選挙区制のもとで実施された90年、93年と、
並立制のもとで実施された96年以降とでは明確な違いが認められる。この変化をもたらした一因には、
小選挙区制導入によって総選挙における政権交代の可能性が高まり、政権選択の要素をより多くもつよ
うになったことから、メディアも政党公約を広範囲にカバーする必要性が生まれたためであろう。また、
政策報道量が増大した2003年には、多様な政策領域が取り上げられている。マニフェストの登場が各党
の政策をより広範に取り上げたと解釈することもできる。
5．結び
　最後に、本研究で見出された知見を整理しておきたい。内容分析から朝日・読売の両紙に共通して認
められる事実は次の通りである。
　（1）　中選挙区制下の選挙報道に比して並立制の導入以降は選挙報道における政策報道・実質報道の比
　　重が高まる傾向が認められる。
　（2）2003年総選挙におけるマニフェストの導入は実質報道の比率をさらに高めた。
　（3）　中選挙区制下の選挙報道に比して、並立制導入後の選挙報道においては、言及される政策領域は
　　多様化する傾向にあり、いわばシングル・イッシューからマルチ・イッシューへの変化が認められ
　　た。
　このように、選挙制度改革以降、朝日、読売の2紙の選挙報道はともに政策報道、実質報道が増大し
たほか、言及される政策領域は多様化し、各党の政策を総合的に捉えるマルチ・イッシューへの傾向が
認められる。小選挙区制導入によって中選挙区制時代よりも政権交代の可能性が高まったことがこの変
化をもたらした主要な要因と考えられる。ただ、いうまでもなく各選挙でイッシューは異なり、また選
挙情勢も異なるため、報道内容に関するこの変化の要因のすべてを政治改革に求めることはできない。
とはいえ、この5回の内容分析結果からするかぎり、少なくとも2大全国紙報道に関しては選挙改革以
降はより政策選挙の方向にあることが確認できる。
　並立制やマニフェストの導入が政治改革の目的どおり政策中心の選挙の方向に向かうかどうかは最終
的には有権者の投票行動分析で結論づけなければならず、また選挙過程において党首イメージの過度の
強調など党首人気主義に向かう可能性も少なからずある。しかし、政策を問う選挙の実現のためにはマ
ス・メディアの役割はいうまでもなく重要であり、とりわけ、瞬間視聴率に一喜一憂するテレビに比し
て活字を通して読者の理性的側面に訴えかける性格の強い新聞においては、地味ではあっても充実した
政策報道を行うことが選挙報道の使命といってもよいであろう。今回は選挙報道の量的分析を行ったが、
今後は政策報道の質的分析もこころみたいと考えている。
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